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災害発生時におけるDTN手法を導入した
効果的な被災情報収集システムの開発
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概要：地震等の大規模災害の発生時は，被害を最小限に抑えるために迅速かつ確実な情報収集が不可欠で
あるが，災害発生前から設置する常設の通信インフラは災害発生時に利用できないことがある．我々はこ
れまで，無線 LANを用いて災害発生後に避難所間に無線ネットワークを構築し，これにより被災情報を収
集するネットワークシステムの開発を行ってきた．しかしながら，同システムのみでは，避難所に到達し
た被災者の情報しか収集できない．そこで，本論文では，いまだ避難が完了せずに被災地にとどまる被災
者の発信する情報を収集するためにスマートフォンを用いた DTN（Delay Tolerant Network）を構築し，
メッセージを効果的に集約する手法を提案する．具体的には，指定避難所の地理的配置は災害発生前から
既知であること，ならびに，スマートフォンに搭載されている GPS（Global Positioning System）機能を
用いれば，災害時であってもユーザの所在地をリアルタイムに把握できることをふまえ，これらの位置情
報を用いてメッセージの中継の実施の有無を自律的に判断する手法を導入することで，1）伝達の成否とは
無関係なメッセージの送受信を削減しつつ，2）ユーザの端末のメッセージバッファが大きく制限される状
況であってもメッセージの到達率を向上させることができること，ならびに，3）特定の環境やルーティン
グプロトコルに依存せずに性能を向上させることができることの 3点を計算機シミュレーションによって
明らかにする．
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Abstract: Although collecting accurate disaster information in real-time helps lost and effective relief ac-
tivity at the distressed area, public communication line does not work well due to line breakage and/or
other disaster damages. Up to now, for collecting disaster information, we have developed wireless disaster
network information system using wireless LAN technology, constructed after disaster strikes. This system,
however, collects the disaster information only from evacuees which arrived at a shelter. For collecting
the disaster information from sufferers staying at the distressed area, we will propose a new method for
collecting the disaster information effectively through DTN (Delay Tolerant Network) consisting the suf-
ferers’ smart-phones. In this paper, we will propose a new method for collecting the disaster information
effectively through DTN (Delay Tolerant Network) consisting the sufferers’ smart-phones. By utilizing the
pre-determined shelters location and smart-phones employing GPS (Global Positioning System) function,
our proposal achieves following three features : 1) mitigating the number of needless message transmissions,
2) improving message delivery ratios without regarding the buffer size of the smart-phones, 3) improving the
communication performance regardless the network environment and/or routing protocol.
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1. はじめに

地震等の大規模災害の発生時は，被害を最小限に抑える

ために迅速かつ的確な災害支援を要する．そのためには，

被災情報のリアルタイムな収集・把握が不可欠である．

しかしながら，災害の影響による建物の倒壊や地形の変

化によって，常設の通信回線では通信機器の故障が発生し，

災害発生時に利用できない可能性がある．

また，なかでも公衆通信網では，遠隔地から発信された

安否確認のためのアクセスが集中することによる輻輳の発

生も強く予想されるため，災害用伝言ダイヤル等の常設か

つ公衆の通信回線を用いた通信システムは被災状況によっ

ては十分な通信インフラとしての役目を果たさない危険性

が高い．そのため，このような状況下では，安否を知らせ

る手段を完全に喪失してしまう被災者も現れてしまう．

そこで，我々はこれまで，地震等の災害発生時にも被災

地の情報を適切に把握し，また，必要に応じて適切な組織

に提供することを目的に，避難所間に無線 LAN装置を用

いて災害発生後に独自の無線ネットワークを構築し，これ

をアクセス回線にして被災情報を収集するネットワークシ

ステム（以降，避難所間無線ネットワーク）の開発を行っ

てきた [1]．同避難所間無線ネットワークでは，収集した被

災情報を要救助エリアの特定や，避難所への救援物資の準

備のために利用することを想定している．そのため，その

利用時期は災害復旧活動において最も迅速で適切な対応が

必要となる応急復旧期となる [2], [3]．しかしながら，現在

の同ネットワークでは，避難所に到達した被災者の情報し

か収集できず，被災地内の被災者の発信する情報を収集す

ることはできず，応急復旧期の情報収集としては不十分で

あるといわざるをえない．

そこで，本論文では，我々が開発を行っている避難所間

無線ネットワークにおいて，被災地にとどまり救助等の支

援を待つ被災者の発信する情報もネットワークを通じた収

集を実現する手法について新たに検討を行う．

具体的には，すでに述べたように災害発生時には既存の

通信インフラの利用可否が不確定であるために，a）我々

の提案する避難所間無線ネットワーク以外の新たな通信基

盤を設置することなく被災情報を収集するために，被災者

の保有するスマートフォンのみで DTN（Delay Tolerant

Network）[4]を構築し情報を収集できること，b）電力供給

が不安定な状況であっても影響を受けにくくするためにで

きるだけ送受信数を低減できること，ならびに，c）災害規

模によらず，被災情報を的確に収集することを実現するた

めに，被災地にとどまる多数の被災者から多くのメッセー

ジが発信された場合にも対応可能であることを満たす新た

な手法を提案する．

また，本論文では，この検討の結果，前述した課題を解

決する新たな手法を提案し，これを避難所間無線ネット

ワークに実装することにより，1）伝達の成否とは無関係

なメッセージの送受信を削減しつつ，2）多数の情報発信

者によって発信されたメッセージを中継のために多く保有

する等によって，ユーザの端末のメッセージバッファが大

きく制限される状況であってもメッセージの到達率を向上

させることができること，また，提案方式の副次的な効果

として，3）特定の環境やルーティングプロトコルに依存

せずに性能を向上させることができることの 3点を計算機

シミュレーションによって明らかにする．

2. 日本の災害と情報伝達システム

2.1 災害時の情報提供

平成 23年 3月 11日の 14時 46分，牡鹿半島の東南東

130 km 付近の三陸沖を震源とする，深さ 24 km，マグニ

チュード 9.0の東北地方太平洋沖地震が発生した．この地

震の規模は，観測史上最大規模で，世界的にも 1900年以

降に発生した地震では 4番目の規模となっている [5], [6]．

同地震の発生により，被災者による音声通話の発信が急

増したことによる通信インフラの輻輳が発生し，固定電話

では最大 80～90%，携帯電話では最大 70～95%の規制が実

施された．さらに，地震および津波の影響によって，広範

囲にわたって通信ビルの倒壊や地下ケーブルの損壊，携帯

電話基地局の倒壊等が発生し，これにより，合計約 190万

回線が被災する状況になった [7], [8], [9]．このように，災

害の発生は，電気，公共機関等のライフラインの停止だけ

ではなく，通信インフラにも大きな損害をもたらし，被災

情報の確実な提供の妨げとなる．そのためにも，被災に関

する情報をいち早く被災者に伝達すること，また，それと

同時に，被災者の救助にあたる救助隊や災害対策本部等に

も同様に早い情報伝達を目的とした情報システムの実現が

重要となる．

2.2 災害時情報提供システム

災害発生時における情報提供システムは，すでに多数検

討されている．その 1つとして，災害時に既存の通信イン

フラとは別に独自のネットワークを構築することによって，

災害時の情報提供を行うシステムの検討があげられる．

ここで，公衆回線とは別に，独自の無線通信用のアンテ

ナを事前に設置する手法として，山古志ねっと [10]やスカ

イメッシュ [11]がある．これらは公衆回線が機能しない場

合であっても災害時用臨時通信システムとして運用するこ

とが可能である．しかし，外部の広域ネットワークとの接

続方法や，事前のアクセスポイントの設置を誰が行うのか

といった具体的な設置方法，また，それらの設備が配備さ

れるまでの空白の時間の対応等に関する検討が行われてい

ないといった問題点をかかえている．

一方，我々もこれまでに災害時の情報提供に関する検討

を行い，避難所間無線ネットワーク [1]を開発している．同
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図 1 避難所間無線ネットワーク

Fig. 1 Disaster wireless system.

ネットワークの構成を図 1 に図示する．

同ネットワークは幹線ネットワーク（Backbone Network，

図 1 (A)）と支線ネットワーク（Branch Network，図 1 (B)）

の 2階層から構成されている．同ネットワークを用いるこ

とで，避難の完了した被災者から避難所にもたらされた情

報をリアルタイムに災害対策本部等で確認することを可能

とする．

しかし，このネットワークシステムのみでは，当然のこ

とながら，避難所への避難が無事に完了した被災者の情報

しか共有することができず，被災地でいまだ救助を待って

いる要救護者の情報を収集・把握したうえで，救援活動を

実施することは不可能である．一般的に被災地における要

救護者の生存確率は 72時間を超えると大きく低下する傾

向にあるといわれている [12]．よって，一刻も早く救助の

開始と完了を行う必要があり，そのためには，被災地にと

どまる要救護者に関する情報も正確かつ迅速に避難所や災

害対策本部へ集約することが必要不可欠である．

2.3 災害時にDTNを用いた情報伝達手法

前述のように，我々が開発した避難所間無線ネットワー

クでは，被災地にとどまる被災者の情報を各避難所まで伝

達することはできない．そこで，本論文では，我々がこれ

までに検討を行ってきた避難所間無線ネットワークの各避

難所へより多くの被災情報を収集する手法について検討

する．

本論文での検討箇所を図 2 を用いて説明する．同図に示

す（ii）は我々がすでに開発した避難所間無線ネットワー

クを示している．また，同図（i）が本論文で検討を行う部

分となる．ここで，避難所の位置は災害発生前から既知で

あることとする．

本検討によって新たに導入する手法が満たすべき要件を

以下に示す．

a） 我々の提案する避難所間無線ネットワーク以外の新た

な通信基盤を設置することなく被災情報を収集できる

こと，

b） 電力供給が不安定な状況であっても影響を受けにくく

するためにできるだけ送受信数を低減できること，

c） 災害規模によらず，被災情報を的確に収集することを

図 2 避難所間無線ネットワークと DTN を組み合わせた被災者間

情報収集モデル

Fig. 2 Disaster information collecting model by Disaster wire-

less system and DTN.

実現すること，

上記の a）を実現するために，本論文では，ユーザの持つ

スマートフォンを中継端末として導入することで，被災地

にとどまる被災者が発信するメッセージを災害対策本部，

またはそれにつながる複数の避難所のいずれかに伝達する

ことを検討する．ここでは，災害時における効果的な情報

伝達手法として近年注目される DTNとよばれる手法を用

いる．関連する既存の DTN手法の概要については次章で

述べる．

また，b）を実現するために，中継端末間での不必要な

メッセージの送受信を削減することを検討する．さらに，

c）を実現するために，被災地内の多数の被災者によって多

くのメッセージを受信しこれを保有するために多くのメッ

セージバッファが消費されている場合にもメッセージの伝

達性能が低下しない手法について検討する．

3. 災害時におけるDTNを活用した情報伝達
手法とその課題

DTNは，大きな伝送遅延等が発生する劣悪な環境にも

適用可能な情報伝達技術であり，経路が途中で切断された

としても伝達を行うことができる画期的な手法である．

DTN では，蓄積運搬形転送（SCF：Store Carry For-

ward）を採用している．これは，受け取ったデータを一

時的に中継端末に蓄積し，新たな端末との交信が可能にな

るとそのデータを転送する方式である．これにより，中継

ノード間の通信リンクの確立が断続的であったとしても情

報伝達を行うことが可能なため，大規模災害の発生によっ

て経路が切断された状況でも利用可能となる．

このように，劣悪な環境でもデータ転送を行うことが可

能な DTNを災害時の情報伝達に活用する検討は広く行わ

れている．以下では，それらについての概要を述べるとと

もに，課題を明らかにする．

ノードの移動特性を考慮した手法 [13], [14], [15]

文献 [13]で提案される手法は被災者や救助隊が所持す

る携帯端末から構成する DTNを用いたアドホックネット

ワークと防災無線等による専用回線の 2つをメッセージ伝

送に組み合わせて使用する手法である．
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しかし，同手法で検討されているシステムは，ノードの

移動時の履歴をもとに経路を決定するため，ノード数が多

数になるとすべてのノードの履歴を参照することは困難に

なると考えられる．したがって，この手法の実運用には不

安が残る．

一方，移動中継ノードを導入する手法 [14]も検討されて

いる．この手法は，移動中継ノードといった特殊なノード

を使用することにより，メッセージの到達時間を短縮し，

より早く被災情報を宛先に届けることを目的としている．

同手法による性能評価の結果から，ウェイポイントや

ルーティングの選定により，メッセージの到達時間や，フ

ラッディング数の制御が可能であることが報告されてい

る．しかしながら，文献 [14]では，ウェイポイントの選定

については，各避難所等に設定することが望ましいといっ

た，大まかな指針しか与えられていないこと，ならびに，

ウェイポイント間の具体的な移動中継ノードのルーティン

グ設定指針も示されていないため，現段階では，実運用で

きる段階までに至っていない．

また，メッセージフェリーを用いた経路決定手法 [15]も

検討されている．同手法では，フェリーとよばれる定期的

に指定された地点を巡回するノードをメッセージ中継ノー

ドに用いることによって，互いに通信可能範囲外に存在す

るノードどうしでも通信を可能とする手法であり，フェ

リーの移動経路をノードの位置情報を用いて動的に決定す

ることにより，ノードとフェリー間の遅延時間とノードの

移動時間を短縮することを期待している．

しかし，同手法は，定期的に巡回するフェリーノードを

必ずネットワークに導入する必要がある．フェリーノード

として用いることができるのはバス等の公共交通機関が一

般的であるが，実際の被災時にはそれらが正常に機能して

いる保証はない．よって，同手法もまた，実運用には不向

きであると考えられる．

屋内環境における災害時のDTN利用手法 [16], [17]

移動端末間の相対的な距離と進行方向の情報から中継先

を限定する手法 [16]や建物内にいる被災者の情報を屋外へ

伝達するための手法 [17]がある．これらの手法を用いるこ

とによって，屋内で身動きのできない被災者の情報を屋外

のレスキュー隊等へ伝達させることが可能になる．

しかし，これら 2つの手法は屋内環境という小規模なエ

リアを想定していること，さらには，屋外へ避難するため

の非常口への最短経路を避難者が既知であることを前提と

しており，ほとんどの避難者が同様の避難経路を選択する

ことを想定している手法であるため，今回我々が対象とす

る屋外の環境であり，かつ，様々な避難経路を経由して避

難所に避難する状況を想定した場合に，これらを用いるこ

とは難しい．

メッセージのエリア内保持率の制御手法 [18]

災害等によって重要な被災情報が失われてしまうことを

防ぐため，メッセージの保持率の向上に関する検討が行わ

れている．その中に，メッセージ交換制御手法 [18]がある．

この手法は，メッセージを中継転送する際に制限を加える

ことで，特定のエリア内で効率良くメッセージを保持する

ことが可能になる．

しかし，同手法は遠隔地へのメッセージ配信ではなく，

指定されたメッセージの指定されたエリア内のみの滞留を

目的とした方式であるため，本研究のように遠隔に位置す

る避難所にメッセージを伝達させることを目的としたシス

テムとは，その用途が大きく異なる．

位置情報を用いて送信制御を行う手法 [19], [20]

DTNにおいて端末の位置情報をもとに送信制御を行う

手法も提案されている．たとえば，文献 [19]では，端末の

移動性を利用することで粗なネットワークにおけるメッ

セージ到達性能を向上させるGeoDTN+Navを提案してい

る．しかしながら，同手法では，転送先候補となる端末の

予想移動経路情報とその信頼性を算出し，実際のメッセー

ジの中継先を選択している．したがって，災害時のように，

道路の切断や建物の倒壊等によって頻繁に避難経路変更が

発生する状況下での使用を想定していないこと，また，そ

もそも，転送先端末の移動情報の収集が必要となることが

問題である．

また，災害時において位置情報を用いた送信制御を行う

手法も文献 [20]において提案されているが，同文献におけ

る提案手法においても，転送先候補の移動予測の把握が必

要であること，ならびに，隣接端末との距離を事前に調査

する必要があることが問題点となる．

既存研究の課題

以上で取り上げた DTNを利用した災害時に活用するシ

ステムの既存研究がかかえる課題点を以下にまとめる．

• メッセージの中継端末の消費電力の低減が考慮されて
いない．

• 避難者以外にメッセージフェリー等の特別な役割を持
つノードの導入が必要である．

• 屋内または特定のエリア等情報の伝達範囲が狭範囲で
ある，もしくは，避難者が目的地までの既知の最短経

路を通行する前提であること．

• 転送先の選定のために，候補となる端末の移動予測の
算出が必要となる．

これらの課題点から，既存研究では，電力の供給が停止

したり，避難者以外に DTNノードとして導入する特殊な

役割を持つノードを被災時に確実に導入できなければ，被

災情報収集能力の大幅な低下が予想される等，災害時に想

定される被害を十分に考慮できていないことが分かる．ま
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た，転送先の移動予測の算出は，送受信手続きのさらなる

複雑化をまねく．よって，本研究で検討する災害時の情報

伝達システムでは，これらをふまえた新たな手法の検討が

必要となる．

4. 低電力消費とメッセージ到達率の向上を
目的としたメッセージの冗長送信数の削減
手法

4.1 避難所間無線ネットワークの検証

DTN技術を用いた避難所間無線ネットワークを構築し，

その性能を評価する．まず本節では，DTNの基本的な伝

達特性を明らかにするため，図 3 に示す被災地モデルにお

けるメッセージの伝達状況を調査する．

同図に示すとおり，本評価において DTN は Sufferer，

Shelter，Relay Nodeの 3種類のノードから構成する．こ

こで，Sufererは被災地にとどまり救助を待っている被災者

を想定しているため，本評価においても，シミュレーショ

ンフィールド上を移動せずに，自らが救助を求めている状

況を通知するためのメッセージを一定間隔で生成する．生

成されたそれぞれのメッセージには互いに区別できるよう

にユニークな IDを付与する．

また，生成されたメッセージのすべての宛先は Shelter

となっており，シミュレーションフィールド上に複数の

Shelterが存在する場合は，任意の IDを持つメッセージが

いずれか 1つの Shelterに到達した時点で，そのメッセー

ジの伝達が成功したと見なす．ここで，Shelterは 2.2 節

で述べた避難所間無線ネットワークにおける避難所を想定

しているため，移動せずにメッセージの受信のみを行う．

さて，Relay Node は移動中継ノードであり，シミュ

レーションフィールド上を指定されたスピードで Random

Waypointに従って移動する．ここで，任意の Relay Node

の RNi がいずれかの Suffererの Sufj あるいは他の Relay

NodeであるRNkの通信範囲内に入った場合，RNiは Sufj

もしくは RNk が保有するメッセージを確認し自身が保有

していないものがあれば，そのメッセージを受け取る．逆

に，RNk が保有していないメッセージを RNi が保有して

いれば，そのメッセージを受け渡す．

また，任意の Relay Nodeはいずれかの Shelterの通信

範囲に入った場合は，自身の保有するメッセージをすべて

Shelterに受け渡すことで，そのメッセージの伝達を完了す

る．その他のシミュレーション諸元は表 1 に示す．ここ

で，ノード密度については，

• 直近の国勢調査（平成 22年度実施）[21]によると広島

市の人口密度が約 1,300人/Km2 であること，

• 平成 26年度版 情報通信白書（総務省）[22]によると

日本のスマートフォン普及率が約 50%であること，

から算出したスマートフォン所有者の約 1
3 が DTNの中継

ノードとなるように，222 node/Km2としている．また，計

図 3 被災地の情報伝達モデル

Fig. 3 Message propagation model on disaster affected area.

表 1 シミュレーション諸元（3.0 km × 3.0 km）

Table 1 Simulation parameters.

Parameter Value

Simulation Period 20,000 sec

Mobility Speed 0.9～1.0m/s

Transmission Speed 2 Mbps

Transmission Range 100 m

Message Size 250 Byte

Message Interval 110～130 sec

Density of Relay Nodes 222 node/Km2

Number of Shelters (Destinations) 2

Routing Protocol Epidemic Routing

算機シミュレータには，The ONE（Opportunistic Network

Environment）[23]を用いる．同シミュレータにおいて，シ

ミュレーションを開始すると Suffererはメッセージの生成

を，Relay NodeはRandom Waypointに従った移動をそれ

ぞれすぐに開始する．また，シミュレーション時間が経過

した場合は，その時間までに Shelterに到達したメッセー

ジを伝達成功メッセージとしてカウントするが，そうでな

いすべてのメッセージについてはその伝達が失敗したもの

として取扱いを行った．

以上のような条件で性能評価を行った結果から，伝達の

成否にかかわらずすべてのメッセージの伝達経路と，その

うち宛先までの伝達に成功したメッセージの伝達経路を

抜き出したものを図 4 (a)，(b)にそれぞれ示す．すべての

メッセージの伝達経路を示す同図 (a)では，フィールド全

域で偏りなくメッセージの伝達が行われていることが分か

るが，伝達に成功したメッセージの経路のみを示した同図

(b)では，メッセージの生成地点と宛先を結ぶ直線上を中

心とした限られたエリア内のみで中継が行われていること

が分かる．

このことから，同図 (b)に示す (1)，(2)のエリアは，最

終的に宛先まで到達することができなかった，つまり，到

達に失敗したメッセージが主に伝達されるエリアであると

考えることができる．したがって，これらのエリア内での

メッセージの中継を禁止すれば，冗長送信数の削減，さら

には端末の消費電力の低減が期待できることになる．
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図 4 メッセージ中継経路

Fig. 4 Message relay routes.

4.2 冗長送信数の削減を目的としたメッセージ中継エリ

アを用いる手法

ここでは，前節で述べたように，図 4 (b)における (1)，

(2)のエリア内での中継を禁止し，送信回数の削減を試み

る手法を提案する．

具体的には，すべての Relay Nodeはメッセージ受信時

に以下の処理を実施する．

( 1 ) メッセージの生成地点とその宛先を結ぶ直線（理想経

路（IdealRoute））を計算する*1．

( 2 ) 上記の手順 ( 1 )で算出した理想経路に対する自身から

の距離 dを算出する．

( 3 ) 算出した距離 dとあらかじめ与えられた閾値 dth を比

較し，以下の処理を実行する．

• d > dth であれば，受信したメッセージは中継せずに

破棄する．

• d <= dth であれば，自身のメッセージバッファに保

有する．

例として，図 3 に示すネットワークモデルにメッセージ

の中継許可エリアを設定したものを図 5 に示す．

さて，以降の評価に用いる閾値 dth は，図 4 (b)に示し

た伝達経路より，理想経路を中心として，通信範囲の約 2

倍（200 m）に中継が集中していることから，本論文では

dth = 200 mとする．

4.3 提案手法の性能評価・考察

4.3.1 提案手法の有効性

メッセージの中継エリアを導入した提案手法の有効性を

シミュレーションにより評価する．本評価に用いる被災地

*1 ここで，送信元の座標は送信時にユーザのGPSで取得され，メッ
セージのヘッダに記載されていることとし，宛先は災害発生前に
取得済みの避難所の座標とする．

図 5 メッセージ中継エリアの設定例

Fig. 5 An example of message relay area.

モデルは図 5 とし，パラメータは表 1 と同様とした．本評

価では，Epidemic Routing [4]を用いた既存手法と提案手

法の平均到達率，メッセージ到達時間，そして冗長率をそ

れぞれ比較する．

ここで，到達率は提案手法のメッセージ伝達性能そのも

のを評価することを目的とする．また，冗長率は 2.3 節で

述べた本提案手法が満たすべき要件の b）に対する性能を

評価することを目的とする．また，メッセージ到達時間は

無駄な送受信数削減の影響をメッセージ伝達までの時間が

受けるかどうかを判断するために評価項目に加える．

ここで，冗長率 Redundancyは，宛先に到着したすべて

のシーケンス番号を持つメッセージが，一度の失敗もなく

最短経路で重複なく，たかだか 1回ずつ伝達されたと想定

したときの伝達回数の総和を基準とし，実際にはその基準

の何倍伝達が行われたかを示す値とする．具体的には，以

下の式によって値を算出する．

冗長率

Redundancy =

n∑

i=1

Hreachedi
+

m∑

j=1

Hunreachedj

n∑

i=1

Hreachedi

(1)

nは宛先に到達成功したメッセージの数，mは宛先への

到達が失敗したメッセージの数を示す．そして，reachedi

（i ≤ n）ならびに unreachedj（j ≤ m）は到達，未到達

メッセージをそれぞれ表し，Hx はメッセージ xの中継回

数を示す．

メッセージ伝達経路

評価によって得られたすべてのメッセージの伝達経路を

図 6 に示す．同図と図 4 (a)に示す既存手法の結果から確

認できるように，提案手法では，メッセージ中継エリア外

でのメッセージの転送が正しく抑制できていることが確認

できる．

続いて，両手法の平均到達率，メッセージ到達時間，冗長率

を表 2に示す．同表に示す値から，平均到達率（Successful

Delivery Rate），メッセージ到達時間（Message Propaga-

tion Delay）の提案手法と既存手法の値はほぼ同等である

ことが確認できるが，冗長率（Redundancy）については，
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図 6 全メッセージの中継経路（中継エリア設定時）

Fig. 6 Message relay routes by application of message relay

area.

表 2 評価結果

Table 2 Evaluation results.

Conventional Proposed

Successful Delivery Rate 100% 100%

Message Propagation Delay 27.3 sec 27.7 sec

Redundancy 1591.65 1291.53

提案手法は約 2割近く改善されていることが分かる．

これらの評価結果から，本研究で提案するメッセージ中

継エリアの設定は，メッセージ到達率を低下させることな

く，無駄なメッセージの送受信数を低減させたことを確認

できる．

4.3.2 メッセージ数に上限が存在する場合の通信特性

前項の評価結果より，メッセージ中継エリアを設定する

ことによって，到達率，メッセージ到達時間を低下させず

に冗長率を削減できることが分かった．しかし，実際の被

災時を想定すると，メッセージの送信元（被災者）は単一

ではなく，複数存在し，また，1つの端末が保持可能なメッ

セージの容量も制限があると考えることが自然である．し

たがって，本項では，送信元が複数存在する場合の評価を

行う．

ここで，実際の被災時にはその災害の規模によって被災

情報を発信する送信元の数は大きく変化する．送信元の数

が増えれば，当然，中継端末がそのバッファに格納して移

動するメッセージ数も多くなるために，新たに受信した

メッセージを格納するためのバッファも制限されることに

なる．そこで，本論文では，端末のメッセージ容量に制限

を加えた調査を行うことで，仮想的に送信元の数が増減し

た場合に提案方式が，2.3 節で示した c）の要件を満たして

いるかを評価する．

被災地モデル

本評価では送信元が複数存在することを想定し，4つの

送信元を同一フィールド内に配置する．評価に用いたモデ

ルを図 7 に示す．

また，今回の評価では端末が保持できるメッセージ容量

を制限するため，表 3 に示すようなメッセージ数とその保

持に必要なノードのバッファサイズの関係を設定する．そ

の他のシミュレーション諸元については，表 1 と異なる値

図 7 送信元が複数存在する場合の被災地における情報伝達モデル

Fig. 7 Message propagation model on disaster affected area

having multiple message senders.

表 3 メッセージ数とその保持に必要なバッファサイズ係

Table 3 Relations between # of Msg capacity and its Buffer

size.

# of Msg Capacity Buffer Size (MB)

200 50.00

175 43.75

150 37.50

125 31.25

100 25.00

75 18.75

50 12.50

表 4 シミュレーション諸元（1.5 km × 1.5 km）

Table 4 Simulation parameters (1.5 km × 1.5 km).

Parameter Value

Simulation Period 5,000 sec

Message Interval 30 sec

Number of Shelters (Destinations) 1

Number of Sufferers 4

図 8 メッセージ保持可能数に制限を加えた場合の平均到達率の変化

Fig. 8 Characteristics of successful delivery rate under Msg

capacity limitation.

のみを表 4 に示す．

平均到達率

評価結果から得られた両手法の平均到達率を図 8 に

示す．以降のグラフにおいて，Conventionalは既存手法，

Proposedは提案手法をそれぞれ示す．

同図より，メッセージの保持制限が厳しくなるにともな

い，既存手法の到達率は大きく低下していることが分かる．
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一方，提案手法の到達率は既存手法のものと比べると低下

の度合いが緩やかであることが分かる．

また，ノードが保持可能なメッセージ数をMlimit とし

たとき，Mlimit ≥ 150の範囲では，到達率は提案手法より

も既存手法の方が高い値を示しているが，Mlimit < 150の

範囲では，提案手法の方が到達率が高くなっていることが

分かる．さらに，Mlimit = 50のときでは提案手法は既存

手法の約 1.6倍の到達率となっていることが確認できる．

したがって，ノードのバッファサイズが厳しく制限される

状況下において，提案手法は高い到達率を達成できること

が分かる．

このような特性を示した理由は，次のように考えること

ができる．まず，既存手法では，すべてのメッセージは到

達の可能性にかかわらず無選別にバッファ内に格納される．

よって，メッセージの保持可能数が少ない場合においては，

到達の可能性の低いメッセージがバッファを占有すること

によって平均到達率は大きく低下する．一方，提案手法で

は，メッセージ中継エリアの導入によって，到達の可能性

の高いメッセージのみを dth という閾値によって仮想的に

選別してバッファに格納する．結果として，メッセージの

保持可能数が少ない場合でも，効果的に平均到達率が向上

したと考えられる．

一方で，中継エリア外で伝達されるメッセージの中に

は，当然ながら宛先に到達する可能性がゼロでないものも

存在する．しかしながら，提案手法では，メッセージの保

持可能数に余裕がある場合であっても，メッセージ中継エ

リア外であればそのメッセージを強制的に破棄してしまう

ため，Mlimit ≥ 150のときは既存手法の方が到達率は高く

なったと考えられる．

冗長率

次に，両手法の冗長率を図 9 に示す．同図より，既存

手法はメッセージの保持可能数が少なくなるにつれ，冗長

率の値が大きく増加していることが分かる．しかし，提案

手法の場合は保持制限とは無関係にほぼ一定の値となるこ

と，また，その値はつねに既存手法よりも小さいことが分

かる．

図 9 メッセージ保持可能数に制限を加えた場合の冗長率の変化

Fig. 9 Characteristics of redundancy under Msg capacity lim-

itation.

このような結果になった理由は，次のように考えられ

る．前述したように，既存手法はメッセージを無条件に

バッファ内に格納することによって，宛先まで到達する可

能性の低いメッセージをバッファ内に多く保持する傾向が

ある．メッセージの保持可能数が少ない場合では，到達の

可能性の低いメッセージが貴重なバッファを消費してしま

い，その後に受信する到達の可能性の高いメッセージの保

持を不可能にする．このような状態では，式 (1)に示した

分母の
∑n

i=1 Hreachedi
が大きく減少するため，冗長率が大

きくなる．

一方，提案手法は，メッセージ中継エリアの範囲内に位

置するメッセージしか保時しないため，メッセージの保持

可能数が減少したとしても，
∑n

i=1 Hreachedi
は既存手法と

比較して大きく減少することはない．そのため，提案手法

の冗長率は既存手法よりも小さくなり，かつ，ほぼ一定の

値を保つことができる．

正規化到達率

次に，各送信元の正規化到達率を図 10 に示す．同図に

おいて，正規化到達率 Ndri
は以下の式より算出している．

Ndri
=

Propdri

Convdri

(2)

ここで，Convdri
と Propdri

はノード iを送信元とするメッ

セージの既存手法ならびに提案手法の到達率を，Ndri
はそ

れらをもとに算出した正規化到達率をそれぞれ示す．

同図より，各送信元の正規化到達率はそれぞれ，ほぼ同

様の変化を示していることが分かる．よって，提案手法は

送信元のノードの存在位置に依存することなく効果を発揮

しているといえる．また，メッセージの保持可能数が 100

以下では，各送信元の正規化到達率はすべて値が 1以上で

あることから，提案手法によって性能が向上していること

が確認できる．

逆に，メッセージの保持可能数が 200～125の範囲では，

正規化到達率の値は 1以下となることが分かる．これは，

図 8 の平均到達率に対する考察でも述べたように，提案

手法は中継エリア外に存在する到達の可能性がゼロでない

図 10 メッセージ保持可能数に制限を加えた場合の正規化到達率の

変化

Fig. 10 Characteristics of normalized message delivery rate

under Msg capacity limitation.
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メッセージも破棄してしまうことが原因であると考えら

れる．

4.3.3 Spray and Waitとメッセージ中継エリアの設定

の組合せによる特性評価

これまでの性能評価では，DTNのルーティングプロトコ

ルとしてEpidemic Routingを使用し，その有効性を確認し

た．しかし，DTNの経路制御手法として，Epidemic Rout-

ingを改良した代表的な手法に Spray and Wait [4], [24]が

ある．同手法はメッセージの複製回数に上限を設けること

によって，Epidemic Routingに比べ，無駄なメッセージの

複製を減少させることが報告されている．

ここでは，提案手法が特定のルーティングプロトコルに

依存することなく優位性を持つかどうかを明らかにするた

めに，提案手法と Spray and Waitを組み合わせた評価を

行う．Spray and Waitはあらかじめメッセージに複製の

上限であるカウンタを設定する必要がある．さて，前評価

において，宛先までの距離が最も遠い S3から宛先までの

メッセージ到達までの最大ホップ数を計算したところ，8

ホップであることが分かった．

つまり，Binaryモードの Spray and Waitにおいて，8

ホップで宛先まで到達するためのカウンタ値は 28（= 256）

以上である必要がある．したがって，本評価ではカウンタ

の初期値をその値よりも少し大きい 300 に設定した．な

お，その他のシミュレーション条件については前評価と同

様とし，Spray and Waitのみでメッセージを伝達する手法

を既存手法として，これと Spray and Waitと提案方式を

組み合わせた手法の比較を行った．

平均到達率

評価によって得られた両手法の平均到達率を図 11 に示

す．同図より，提案手法の到達率は既存手法に比べ全体

的に向上していることが確認できる．また，両手法とも

メッセージの保持可能数にかかわらず，その値はほぼ一定

の値となっていることが分かる．これは，Binaryモード

の Spray and Waitでは，Epidemic Routingよりもネット

ワーク中で伝達されるメッセージ数が大きく減少したこと

図 11 Spray and Wait におけるメッセージ保持可能数と平均到達

率の関係

Fig. 11 Characteristics of successful delivery rate of Spray and

Wait under Msg capacity limitation.

が原因として考えられる．

提案手法の到達率が既存手法のそれよりも高い値となっ

た理由については，次のように考えることができる．既存

手法は，メッセージ到達の可能性の程度にかかわらず送受

信を行うため，到達の可能性の高いメッセージの送受信の

際にカウンタ値の無駄な減少が発生する．これに対して，

提案手法は中継エリアの設定により，到達の可能性の高い

メッセージのみの送受信を行うため，カウンタ値は既存手

法に比べると減少の度合いが緩やかになる．結果として，

提案手法は既存手法よりも遠距離にメッセージを伝達させ

ることができるため，提案手法の到達率は既存手法よりも

向上したと考えられる．

冗長率

次に，両手法の冗長率を図 12 に示す．同図から，メッ

セージの保持制限が厳しくなるにつれ，両手法とも冗長率

の値が小さくなっていることが分かる．この理由は，次の

ように考えられる．メッセージの保持制限の影響が小さい

場合，宛先に到達するメッセージの数は当然ながら増加

する．それにともない，同じ宛先に重複して到達するメッ

セージの数も増加すると考えられる．しかしながら，冗長

率の算出式（式 (1)）の分母に値する到達メッセージのホッ

プ数は，1つの宛先に重複して到達するメッセージのホッ

プ数は含まない．そのため，そういったメッセージは冗長

メッセージとして，分子のすべてのメッセージのホップ数

の中にカウントされる．よって，メッセージの保持制限が

緩い環境では，式 (1)の分子の値が大きく増加することに

よって，冗長率の値は大きくなる．

一方，メッセージの保持制限の影響が大きい場合では，

宛先に到達するメッセージの数は制限の影響が小さい場合

と比較すると減少する．また，それにともなって，1つの

宛先に重複して到達するメッセージの数も減少することか

ら，式 (1)の分子の値が減少し，冗長率の値は小さくなる．

これらのことから，メッセージの保持制限が厳しくなると，

冗長率の値はそれにともなって小さくなると考えられる．

また，提案手法の冗長率が既存手法に比べ，全体的に向

図 12 Spray and Wait におけるメッセージ保持可能数と冗長率の

関係

Fig. 12 Characteristics of redundancy of Spray and Wait un-

der Msg capacity limitation.
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上していることも確認できる．この理由については，次の

ように考えることができる．既存手法の場合，到達の可能

性の程度にかかわらず，無選別にメッセージをバッファ内

に格納し，伝達する．そのため，必然的に到達の可能性の

低いメッセージの転送が増加し，冗長率の算出式（式 (1)）

の分子の値であるすべてのメッセージのホップ数が大きく

なる．したがって，既存手法の場合は全体的に冗長率の値

は大きくなってしまう．

一方で，提案手法の場合は，到達の可能性の高いメッ

セージのみを選別してバッファ内に格納し，伝達する．し

たがって，到達の可能性の低いメッセージの転送機会が大

きく減少することにともない，式 (1)の分子の値も減少す

る．よって，提案手法の冗長率は既存手法よりも全体的に

低下すると考えられる．

正規化到達率

図 13 に示す正規化到達率の結果より，宛先からの距離

が近い S0，S1の正規化到達率の値はどちらもほぼ 1に近

い値を示し，宛先からの距離が遠い S2，S3では 1以上の

値を示していることが分かる．したがって，提案手法を用

いることで S2，S3でのメッセージ到達率が大きく向上し

ていることが確認できる．

このような結果になった理由は，次のように考えること

ができる．Spray and Waitのみでの伝達を行う既存手法

の場合，メッセージの無駄な中継が発生することによって

カウンタ値の無駄な減少が発生する．そのため，宛先まで

の距離が近い S0や S1ではカウンタ値の影響は強く受け

ず，到達率は高い値を維持するが，宛先までの距離が遠い

S2や S3は距離が離れているためにカウンタ値の影響を強

く受けてしまう．したがって，到達率は S0，S1よりも低

下すると考えられる．

一方，提案手法では，中継エリアを設定していることに

よって中継範囲が限定される．それにより，メッセージの

中継も最小限に抑えることができるため，既存手法と比べ

ると，カウンタ値の無駄な減少が発生しにくくなる．した

がって，提案手法では，S0～S3のどの送信元からのメッ

図 13 Spray and Wait におけるメッセージ保持可能数と正規化到

達率の関係

Fig. 13 Characteristics of normalized message delivery rate

under Msg capacity limitation.

セージも途中で中継終了することなく宛先まで伝達させる

ことが可能になることから，既存手法よりも S2，S3での

到達率が向上したと考えられる．

5. メッセージ受信時に付与するランクを用い
た冗長送信数の削減手法

前章では，メッセージ中継エリアを導入することで，既

存手法に比べてメッセージの平均到達率ならびに冗長率が

おおむね改善できることを明らかとした．しかしながら，

Epidemic Routingを用いた場合は，端末のメッセージ保

持制限がMlimit > 150である状況下において，既存手法

にくらべて平均到達率が低下することも明らかとなった．

そこで，本章では，このメッセージ中継エリアを導入した

際の課題を改善する手法として，新たな冗長送信数削減手

法を提案する．本章で提案する手法では，各メッセージの

受信時に受信地点と理想経路との距離に応じてランクを付

与する．また，新たな受信によってバッファがいっぱいに

なった際は，付与されたランクをもとに，バッファから破

棄する不要なメッセージを決定する．例として，4.1節の

性能評価で用いた被災地モデル（図 3）に，メッセージに

付与するランクを明示したものを図 14 に示す．

同図では，例として理想経路（IdealRoute）からの距離

が近い順に，4段階（rank1～rank4）のランクを設定して

いる．各端末は理想経路からの自身の距離 dによって，受

信したメッセージにどのランクを付与するかを判断する．

具体的には，すべての Relay Nodeはメッセージ受信時

に以下の処理を実施する．

( 1 ) メッセージの生成地点とその宛先を結ぶ直線（理想経

路（IdealRoute））を計算する．

( 2 ) 上記の手順 ( 1 )で算出した理想経路に対する自身から

の距離 dを算出する．

( 3 ) ランク設定間隔 drk に従って作成したランク設定表と

上記の ( 2 )で算出した距離 dから受信したメッセージ

のランクを決定し，保有するメッセージとともに記録

する．

図 14 の場合，ノード A，B，Cはそれぞれ，1，2，3の

図 14 メッセージにランクを付加する場合の被災地モデル

Fig. 14 Message propagation model with message rank on dis-

aster affected area.
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表 5 ランク設定（drk = 100）

Table 5 Rank setting (drk = 100).

Distance to IdealRoute Rank

～100 m 1

100～200 m 2

200～300 m 3

300～400 m 4

400～500 m 5

500 m～ 6

図 15 3 手法の平均到達率の変化

Fig. 15 Characteristics of successful delivery rate of 3 meth-

ods.

ランクを自身が受信したメッセージに付加する．さて，こ

れらのランクは，その値が小さいほど優先順位が高いこと

を表しているため，メッセージを破棄する際に選ばれる順

番は C → B → Aの順となる．

また，以降の評価におけるランクの設定間隔 drk の値

は，ノードの通信可能距離である drk = 100 m に設定す

る．drk = 100 mに設定した場合のランク設定表を表 5 に

示す．

5.1 メッセージランク付け手法の性能評価と考察

5.1.1 3手法の性能比較

本項では，既存手法，ならびに前章で提案したメッセー

ジ中継エリアを用いる手法と，本章で提案するメッセージ

ランク付け手法の性能評価を行う．

評価環境

本評価で用いる被災地モデルは，実際の被災状況を考

慮するため，前章で用いた送信元が複数存在するモデル

（図 7）を用いることとする．また，その他のシミュレー

ション条件については，表 4 と同様とする．

さらに，今回の評価で比較する手法は，既存の DTNの

みを用いた既存手法，前章で提案したメッセージ中継エリ

アを用いる手法，そして本章で新たに提案するメッセージ

にランクを付与する手法の 3つとする．

平均到達率

評価の結果，得られた各手法のメッセージの平均到達率を

図 15に示す．また，以降のグラフにおいて，Conventional

は既存手法，Proposed1はメッセージ中継エリアを用いる

手法，Proposed2はメッセージランク付け手法をそれぞれ

図 16 3 手法の冗長率の変化

Fig. 16 Characteristics of redundancy of 3 methods.

示す．

同図より，既存手法の到達率はメッセージの保持可能数

の減少によって大きく低下していることが分かる．また，

ノードが保持可能なメッセージ数をMlimitとし，メッセー

ジ中継エリアを用いる手法とメッセージランク付け手法を

比較すると，Mlimit ≥ 150において，メッセージ中継エ

リアを用いる手法は既存手法よりも到達率が低下している

のに対し，メッセージランク付け手法の到達率は既存手法

とほぼ同等の値を維持していることが分かる．このことか

ら，メッセージランク付け手法は，前章で述べたメッセー

ジ中継エリアを用いる手法のかかえる課題を改善できるこ

とが分かる．

さて，このような特性が得られた理由は，次のように考

えることができる．前章でも述べたように，メッセージ中

継エリアを用いる手法では，メッセージの保持制限が緩い

環境であっても，到達の可能性がゼロでないにもかかわら

ず，中継エリア外で受信したメッセージを強制的に破棄す

る．そのため，同手法はバッファに余裕があればすべての

メッセージを保持する既存手法よりも到達率が低下してし

まったと考えられる．

一方，本章で提案したメッセージランク付け手法では，

中継エリア外のメッセージを強制的に破棄することは行わ

ないため，バッファに余裕がある場合は，メッセージの破

棄は行われない．つまり，バッファがいっぱいになったと

きに初めてメッセージの破棄が行われるため，メッセージ

の保持制限が緩い環境（Mlimit ≥ 150のとき）では既存

手法とほぼ同等の到達率を達成できる．結果として，メッ

セージランク付け手法は，バッファサイズに余裕があると

きでも到達率を低下させず，高い値を維持できたと考えら

れる．

冗長率

次に，評価によって得られた冗長率を図 16 に示す．同

図より，既存手法の冗長率が最も高いことが分かる．これ

は，既存手法は他の 2手法とは異なり，バッファに余裕が

ある限り，すべてのメッセージを保持し，中継することが

理由だと考えられる．

また，同図から，メッセージの保持制限が厳しい場合
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図 17 Proposed1 と Proposed2 の到達メッセージのホップ数

Fig. 17 # of hops of delivered messages (Proposed1,

Proposed2).

図 18 Proposed1 と Proposed2 の総ホップ数

Fig. 18 # of hops of all messages (Proposed1, Proposed2).

（Mlimit < 125）において，メッセージランク付け手法は

メッセージ中継エリアを用いる手法よりも冗長率の値が小

さくなっていることが分かる．

この結果の理由を，冗長率の算出式（式 (1)）の分母と

分子の値にそれぞれ相当する，到達メッセージのホップ数

（図 17）とすべてのメッセージのホップ数（図 18）を用

いて説明する．

図 17 に示す到達メッセージのホップ数を見ると，メッ

セージの保持制限が厳しくなるにつれ，両手法の差が小

さくなることが分かる．しかし，図 18 の全メッセージの

ホップ数を見ると，メッセージの保持制限が厳しくなるに

つれ，メッセージ中継エリアを用いる手法よりもメッセー

ジランク付け手法の方が大きくホップ数が減少させている

ことが分かる．また，Mlimit < 100では，メッセージラン

ク付け手法のホップ数がメッセージ中継エリアを用いる手

法のホップ数を下回っていることも分かる．

ここで，算出した分子にあたるすべてのメッセージの

ホップ数は，到達メッセージのホップ数と到達失敗メッ

セージのホップ数の合計値となっている．つまり，両手法

とも到達メッセージのホップ数にほとんど差がないにもか

かわらず，この分子の値であるすべてのメッセージのホッ

プ数に大きな差が生まれたということは，メッセージラン

ク付け手法の方が到達失敗メッセージのホップ数が少ない

ことになる．したがって，メッセージランク付け手法は，

メッセージ中継エリアを用いる手法よりも無駄なホップ数

表 6 ランク設定（drk = 50, 200）

Table 6 Rank setting (drk = 50, 200).

Distance to IdealRoute

drk = 50 drk = 200 Rank

～50 m ～200 m 1

50～100 m 200～400 m 2

100～150 m 400～600 m 3

150～200 m 600～800 m 4

200～250 m 800～1,000 m 5

250 m～ 1,000 m～ 6

図 19 drk が異なる場合のランク付け手法の平均到達率の変化

Fig. 19 Characteristics of successful delivery rate of proposed

2 under varying drk values.

図 20 drk が異なる場合のランク付け手法の冗長率の変化

Fig. 20 Characteristics of Redundancy of proposed 2 under

varying drk values.

を削減できていると結論づけることができる．

これらのことから，メッセージの保持制限が厳しい場合

では，メッセージランク付け手法の冗長率がメッセージ中

継エリアを用いる手法よりも低くなったと考えられる．

5.1.2 ランク設定間隔と性能の関係

前項における評価では，ランク付け手法におけるランク

設定間隔 drkを 100 mとして評価を行った．本項では，drk

の値がランク付け手法の性能にどのように影響を及ぼすか

を調査するために，drk の値を 50 m，200 mと変化させた

場合の評価を行った．それぞれの drk に対するランク設定

は表 6 に示す．同評価の結果に得られた平均到達率ならび

に冗長率の変化を図 19，図 20 にそれぞれ示す．

両図からも確認できるとおり，drkの値が変化しても，ラ

ンク付け手法の性能にはあまり大きな影響を及ぼさないこ

とが分かる．
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6. おわりに

本論文は，災害発生時の被災情報を迅速に収集すること

を目的として，DTNを用いた情報伝達手法について議論

した．具体的には，自治体の指定する避難所は災害発生前

から基地であること，ならびに，近年普及の著しいスマー

トフォンに実装される GPSによって災害時であっても用

意に個人の所在地が把握できることを利用した 2つのメッ

セージ中継手法を提案し，評価によってその有効性を明ら

かにした．

なお，本論文で最初に提案を行ったメッセージ中継エリ

アを用いる手法では，中継エリア外で受信したメッセージ

はすべて破棄するため，必要以上に狭くエリアを設定する

とメッセージの到達率は大きく低下する．そのため，実際

には端末密度ならびに端末の移動速度を考慮し，中継エリ

ア内に十分な中継端末数が存在するようにサイズを選択す

る必要がある．しかしながら，次に提案を行ったメッセー

ジランク付け手法においては，ランク間隔の値が提案方式

の性能に与える影響はさほど大きくないため，実運用にお

いても導入しやすい手法であると考えられる．

ところで，自治体によって指定されている避難所であっ

ても，発生した災害の規模や状況によっては必ずしもすべ

ての避難所が開設されないことがある．そのような状況下

で，いたずらに消費電力の低減のためにメッセージ送受信

数の制限を適用すると，メッセージ伝達性能の大幅な低下

により人命救助に大きな支障を及ぼす危険がある．そのた

め，実運用では，周辺に存在する避難所の開設状況をふま

えてメッセージ送受信制限の実施の有無を適応的に判断す

る仕組みが必要となる．

さて，本論文における性能評価では，シミュレーション

フィールド内を自由に移動できるモデルを用いたが，実際

の地図ベースのモデルを用いた評価も実施しており，同モ

デルにおいても，提案手法の適用によって，自由移動モデ

ルと同様の有効性が得られることを確認済みであるが，こ

れについては稿をあらためて報告するつもりである．
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